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●山梨県食品産業協議会

　8月9日、山梨県食品産業協議会（武田信彦会
長）の通常総会・研修会が開催され、27年度の事
業報告・収支決算と28年度の事業計画・収支予算
が決定された。
　特に本年度の新事業として、11月11～12日にJR
甲府駅周辺で開催される「全国発酵食品サミットin

やまなし」への全面的な支援が決議された。サミット
を盛り上げる企画として、山梨県味噌醤油工業協同
組合からは、味噌を愛し、味噌の素晴らしさを伝える

「ミソガール」のイベント参加、山梨県酒造組合から
は、日本酒を通して日本の魅力を世界へ伝える「ミス
日本酒（Miss SAKE）山梨代表」の参加が提案さ
れ、全会一致で可決された。
　役員改選では、武田会長、志村武彦副会長、北原
兵庫副会長をはじめ、理事・監事が選任された。ま
た、27都道府県の加入により全国食品産業協議会
連合会が発足し、本県も加入する旨が報告された。
　総会終了後に、「HACCP（国際的な食品の製
造・加工工程の管理手法）の導入に向けて」をテー
マに一般社団法人山梨県食品衛生協会の中澤智
子常務理事・検査センター所長が講演を行った。
　TPPが発効されると、食品の関税が撤廃・引き下

げとなり輸出入の増加が見
込まれる。一方、カナダなど
に輸出する場合はHACCP
の実施が求められ、日本の
中小企業にとって輸出の壁
になる可能性がある。あわ
せて、2020年の東京オリンピック・パラリンピックに
向けて食の安全をアピールするためにも国際的に
通用する衛生管理への転換が急務となっているこ
とから、早急にHACCPの導入に取り組む必要があ
ると説明があった。
　これまで食品業界は、食の安心・安全への対応が
求められISOへの対応などを行ってきたが、ISO導
入の手法の特徴を理解してHACCPに取り組むこ
とで、費用負担の軽減や時間の短縮を図ることが可
能なことが理解できる有意義な研修であった。
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●大月都留環境事業協同組合

　5月に大月都留環境事業協同組合（田中治夫
理事長）が、大月市内の4社、都留市内の3社の計
7社の事業者により設立され、6月より両市の生活
系一般廃棄物の収集運搬の受託業務を開始し
た。県内で市町村から委託を受けて生活系一般廃

棄 物 収 集
運 搬 の 共
同 受 注 を
行う組合は
15組合目、
富 士 東 部
地域では2
組合目とな
る。
　これまで
両市から委

託を受けていわゆる家庭ごみや資源物等の収集運
搬を行ってきた各事業者は、収集運搬コストを削減
しながら適正な業務の遂行を両立させることが求
められてきたが、そのためには経営の合理化や業
務の効率化が必要なことから、行政からの要請も受
けて2市をまたいだ協同組合を設立するに至った。
　今後、組合では、両市から委託を受けた生活系
一般廃棄物の収集運搬車両に貼る組合共通プ
レートの作成や作業ユニフォームの統一も行い、行
政からの委託事業であるという自覚を従業員に持
たせるとともに、市民に対しても適正で円滑な環境
サービスを提供している事業者としての存在をア
ピールしていくこととしている。また、大規模災害に
より大量に発生する生活系一般廃棄物の処理を
通常業務に優先して行う災害協定の締結や、地
域イベントへの積極的参加なども予定している。

　田中 理 事
長は「協同組
合は行 政 の
環 境 サ ービ
スを支えてい
るという自覚
と責 任 感 を
持って、行政
や 住 民と一
体となって活動していかなければならない。また、
今後ますます高度化する一般廃棄物の処理業務
に対応するためには同業者との連携や情報交換
が重要になってくることから、県内の一般廃棄物組
合で構成されている山梨県一般廃棄物協会など
にも加入し、組合と組合員の発展につなげていき
たい。」と話した。

●山梨中央建設協同組合

　山梨中央建設協同組合（宮川武理事長　組合
員10社）では、外国人技能実習生共同受入事業の
第1期生として、ベトナムから10人の技能実習生の
受入事業を開始した。
　外国人技能実習生の受け入れは、単一業種の
組合としては山梨県アパレル工業組合に次いで県

内で2番目、建設業としては県内初となる。
　実習生10人は4月19日に入国、茨城県取手市の
研修施設（国際アカデミー日本語学院）での1ヶ月間
に及ぶ日本語会話と日本の生活習慣等の研修を経
て、5月20日に受け入れを行う組合員4社へ配属さ
れ、受入職種（型枠、とび）での実習を開始している。
　外国人技能実習生は、これまで中国が圧倒的な
人数を占めていたが、近年では、ベトナムからが急
増し、中国を抜き1位となっている。そのため、ベトナ
ム人技能実習生のトラブルが増加する傾向にあり、
こうした事態を未然に防ぐことが、受入事業を円滑
に行うための組合の課題となっている。
　組合では、受入事業の開始から1ヶ月となる7月
下旬から、組合理事と事務局に通訳が同行して、受
入事業所の訪問巡回を実施。事業所での労務管
理面の把握や事業を実施する上でのモラルの厳守

と適 正な対
応の徹底を
図 るととも
に、実習生の
生活面での
悩みを聞き、
メンタル面の
サポートを行
うことを最優
先に考え、ヒアリングを通じた実習生とのコミュニ
ケーションにも積極的に務めている。
　また、組合では、年度内を目処に第2期生の受入
れも計画しており、できるだけ早い時期にベトナムを
訪問して第2期生の面接を行いたいとしており、新
たに受け入れを検討している組合員からの期待も
高まっている。
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共同研修中の実習生

一般廃棄物処理施設
まるたの森クリーンセンター

パッカー車による収集運搬作業

講師の中澤智子氏

講演会の様子

ロールプレイによる研修中


